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暫定規制値とすることを 2011年 3月 17日に発表した（注 2）．  
これによってこの暫定規制値(第１表)を上回る食品については,「食品衛生法第 6 条第 2
号に当たるものとして食用に供されることがないよう処置」されることになった.  
第１表 食品の暫定規制値 
注 1) 100Bq/kg を超えるものは,乳児用調整粉乳及び直接飲用に供する乳に使用しないよう指導
2）2011 年 4 月 4 日に茨城沖のコウナゴから放射性ヨウ素(以下,「ヨウ素」)が検出されたた
め，魚介類のヨウ素の暫定規制値（2000Bq/kg）が,のちに追加されている.「魚介類中の放射
性ヨウ素に関する暫定規制値の取り扱いについて」（2011年 4月 5日食安 0405 第 1号） 
出所)厚生労働省「放射能汚染された食品の取り扱いについて」（2011 年 3 月 17 日）に添付さ
れた「緊急時における食品の放射能測定マニュアルの送付について」（2002 年 5 月 9 日付事
務連絡）の別添資料より，放射性ヨウ素と放射性セシウムのみを抜粋． 
その後 2011 年 3 月 19 日,福島県の緊急時モニタリングにより,福島県伊達郡川俣町で 3
月 16 日から 18 日までに採取された３つの原乳から,ヨウ素が 932～1510Bq/kg 検出され，
暫定規制値による牛乳・乳製品の指標値を超えたことから摂取を控えるよう通知される．ま
た茨城県環境放射線監視センターが，3 月 18 日に採取した県内 7 市町産のネギとホウレン
ソウを測定したところ，全てのホウレンソウから基準値を大幅に超えるヨウ素（6100Bq/kg
～15020Bq/kg）が検出された（注 3）．続けて 3 月 20 日に公表された茨城県産野菜の測定
結果からは、ハウス野菜に比べて露地野菜が軒並み高い値を示していることがわかった．同











































都道府県と水道事業者に対して 3月 19日（乳児用については 3月 21日）に通知した(注 7). 
以下の第 2表は，原発事故後初めて汚染が確認された 3月 19日から宮城県で初めて検査
結果が公表される 3月 28日までの，放射能測定・公表を行った自治体と結果の概要である. 
第 2表 原発事故後に測定・公表を行った県と放射性物質検査結果の推移 
公表日 公表県 主な試料 測定地点・検体数など 主な測定結果など（単位はBq/kg)
福島県 原乳 伊達郡川俣町3検体 原乳:ヨウ素932~1510
茨城県 野菜（ネギ、ホウレンソウ） 7市町村 ホウレンソウから検出のヨウ素:6100～15020
3月19日(水道水/第1報) 福島県 水道水 県内7水道事業 うち川俣町水道よりヨウ素:308(17日)→155(18日)→123(19日)
福島県 原乳 県内全域の各市町村37検体 4検体が基準値超:いわき市980,国見町1400,新地町370,飯館村5200
茨城県 野菜（ハウス野菜、露地野菜） 露地野菜:北茨城市24000,日立市54100,常陸大宮市19200,那珂市16100




















長野県 ホウレンソウ 茨城県産2検体 ヨウ素:1500Bq，4100Bq
千葉県
福島県 原乳 川俣町、西郷村 ヨウ素:55～5300Bq（川俣町）、35（西郷村）
3月21日（水道水/第2報) 福島県 水道水 飯舘簡易水道の水道中 ヨウ素:965Bq/kg(20日)→492Bq/kg（1日）
3月21日：出荷制限指示
埼玉県 ホウレンソウ(ハウスと露地) 3市5検体 ヨウ素:1300～1900(露地)，570～900(ハウス）
新潟県 県内外産野菜5品目、原乳 茨城県、埼玉県、栃木県産 ヨウ素：検出されず～26















した放射性物質が検出された件について」(2011年 3月 19日)以降,第 16報(2011 年 3月 28 日)
まで，および「福島県及び東京都における水道水中における放射性物質の検出について」(2011
年 3月 23日)以降，第 13報(2011年 3月 28日)までを参照して筆者作成．(下線は基準値超) 
神奈川県 原乳、ホウレンソウ 県内3市 ヨウ素:670～1700
新潟県 県内外産農産物5品目 茨城、埼玉、栃木産含む ヨウ素:検出されず～170
茨城県 原乳、ハウス産パセリ 11市町 (原乳)ヨウ素:900～1700、(パセリ)ヨウ素:～12000,セシウム:～2110
福島県 野菜 34市町村 35検体中ヨウ素基準値超21検体、セシウム基準値超25検体
福島県 水道水 県内5箇所 3地点で乳児用指標超過(川俣町:174,南相馬市:137,いわき市:103)
東京都 水道水 都内3箇所 うち1地点で乳児用指標超過：金町浄水場(210Bq/kg)
茨城県 牛肉、豚肉、鶏肉、鶏卵、乳 7市町 検出せず
群馬県 生乳 ２地域 (生乳)ヨウ素39～40
埼玉県 原乳 2市 ヨウ素:27～28
新潟県 県内外産農産物６品目 茨城、千葉、埼玉、栃木産 ヨウ素:検出されず～250
京都市 野菜4品目 茨城産、群馬産 (茨城産ミズナ）ヨウ素:3400、セシウム560
栃木県 いちご、トマト、ニラ 8市町 ヨウ素:6.6～523、セシウム:1.36～67.5
群馬県 施設野菜4品目 6市町 ヨウ素:54.3～1040、セシウム:13.32～115.9
福島県 原乳 36市町村 36検体中ヨウ素基準値超５検体、セシウム基準超なし
3月23日：出荷制限指示
3月23日：出荷制限指示 茨城県で産出された原乳とパセリ
3月23日（水道水/第5報） 茨城県 水道水 7箇所 乳幼児用基準値超過ヨウ素検出:東海村188.7、日立太田市245
千葉県 水道水 3箇所 2カ所で乳幼児用基準値超過ヨウ素検出:180、220
福島県 水道水 4箇所 新たな超過なし
3月24日（水道水/第7報） 茨城県 水道水 15箇所 うち４箇所で乳用地上基準値超ヨウ素検出:116.1～298
千葉県 魚介 1検体 不検出
新潟県 県内外産農産物 11品目 ヨウ素:検出されず～290、セシウム検出されず～102
山形県 ホウレンソウ 1検体 基準値内
茨城県 ミズナ（ハウス） 2市 ヨウ素:200～1200、セシウム153～289
長野県 ホウレンソウ、原乳 3市 ヨウ素58～120、セシウム：不検出～82
3月24日（食品/第10報） 東京都 都内産農畜産物 野菜7検体、原乳1検体 野菜ヨウ素:300～1700、セシウム:29～890
3月25日（水道水/第8報） 栃木県 水道水 文科省全国モニタリング調査 宇都宮市で乳児用基準値超ヨウ素検出:110
3月25日（水道水/第9報） 福島県 水道水 15箇所 新たな超過なし




栃木県 原乳 ３検体 ヨウ素:4~43
栃木県 農産物 9市町、6品目 ヨウ素:～5230、セシウム:～652.　基準値超（シュンギク,ホウレンソ
神奈川県 農産物（露地）、原乳 6市町6検体、原乳1検体 (野菜)ヨウ素:不検出～1300、セシウム:不検出～185
茨城県 ミズナ（ハウス） 2市5検体 ヨウ素:200~1200
新潟県 県内外産農産物 11検体 ヨウ素:検出されず~670、セシウム：検出されず~95
愛媛県 ホウレンソウ、大葉 2検体 不検出
埼玉県 ホウレンソウ,コマツナ,ミズナ 6市、8検体 ヨウ素:130～1100
群馬県 農産物 5市村6検体 ヨウ素:～1440、セシウム;～230
山形県 原乳、コマツナ 各1検体 ヨウ素:4.5（原乳）、23（コマツナ)
宮城県 水道水、原乳 水道水3箇所、原乳2箇所 ヨウ素：4～10、原乳:３～6.4、セシウム:不検出
3月25日(食品/第12報) 愛知県 茨城県産サニーレタス 1検体 ヨウ素：2300
茨城県 水道水 44市町村中38市町村で測定 うち3箇所で乳児用基準値超過ヨウ素:106.5～142
千葉県 水道水 1箇所 乳児用基準値超過ヨウ素:110±5
3月26日(食品/第13報) 新潟県 県内外産農産物 12検体 ヨウ素:検出されず～540
3月26日(水道水/第11報) 福島県 水道水 12箇所 新規箇所の測定
群馬県 農産物９検体 8市町村9箇所 ヨウ素:3.28～644
山形県 長ネギ 1箇所 不検出
茨城県 サニーレタス 3市町、3検体 ヨウ素:350~430、セシウム:51～74
福島県 水道水 これまでの公表データを整理、新規公表分追加
千葉県 水道水 5浄水場6検体 柏井浄水場より乳児用基準値超ヨウ素:130
新潟県 県内外産農産物 10検体 ヨウ素：検出されず～64
山形県 うるい、キュウリ １検体ずつ 不検出
福島県 きのこ類5品目（施設） 21検体 しいたけ、なめこ、マイタケ、えのきたけ、エリンギ
3月28日(水道水/第13報) 福島,千葉県 水道水 千葉:27日と同様箇所で再検 基準値以下
新潟県 県内外産農産物 8検体 ヨウ素:検出されず～240
千葉県 牛乳 3検体 ヨウ素:10.7～28.5
山形県 コマツナ、ミズナ 4市町村、４検体 ヨウ素:160～1100、セシウム:10.７～204
山形県 たらのめ 1検体 不検出
宮城県 野菜3品目 4市町、４検体 ヨウ素:77～623.9、セシウム：3.7～119.8


















射能汚染が懸念された宮城県に対しても，3 月 24 日に国からの測定指示が出された．宮城
県知事は当初，空間線量の値が心配ないレベルとして「県内の農畜産物に関する放射性物質
検査を行わない」方針を，3 月 22 日の記者会見で発表していた(注 8)．しかし国からの測定
指示をうけ,宮城県原子力防災対策センターが壊滅的被害を受けたことにより測定機器が流
出，独自の測定が困難なことから東北電力㈱と東北大学の協力の下で測定を開始すること
を明らかにした．これによって 3 月 25 日以降，水道水や原乳，県内の野菜など農畜産物等
の放射性物質濃度検査が始められることになる．宮城県内の水道水中の放射性物質検査結
果では，3 月 28 日に採取された玉崎浄水場（阿武隈川表流水）で 49.5Bq/㎏のヨウ素を検出
したものの，それ以外も全て暫定規制値以下の値だった(注 9).他方，2011 年 5 月 30 日に採
取された浄水場発生土から，仙南・仙塩広域水道南部山浄水場において最大 31,976Bq/㎏の
放射性セシウムが検出され,その後も指定廃棄物として場内保管されている(注 10)． 
以下の第 3 表は,宮城県が 2011 年 3 月～4 月にかけて測定し，公表した県内産農産物とそ
の測定結果である． 
  第 3表 宮城県が測定・公表した農産物の放射能測定結果(単位:Bq/kg) 
出所) 宮城県記者発表資料「宮城県内の農産物の放射能測定結果等について」(2011 年 3 月 28
日)および(2011 年 4 月 13 日),(2011 年 4 月 27 日)より筆者作成. 
3)国による放射性物質検査方針の策定
2011年 3月 17日に放射性物質の暫定規制値が設定されて以降，福島県をはじめ東日本を
中心に実施された検査は 4 月 3 日までに 912 件にのぼり，そのうち暫定規制値を超える食




ハウス 川崎町 293.8 4.6
ハウス 涌谷町 77 3.7
しゅんぎく ハウス 亘理町 623.9 5.8
こまつな 露地 仙台市 373.6 119.8
露地 名取市 103 40
ハウス 仙台市 5.7 不検出
ハウス 大郷町 14 不検出
ハウス 色麻町 8.8 8.4
ハウス 大崎市 17 3
ハウス 石巻市 40 1.5
ハウス 登米市 13.6 不検出
しゅんぎく ハウス 亘理町 49.4 8.2
ハウス 岩沼市 19.5 3.5
ハウス 多賀城市 33 5.2
ハウス 東松島市 17 3.2
みずな ハウス 美里町 1.2 不検出
測定結果







露地 丸森町 30.2 126.3
露地 角田市 5 58.3
ハウス 白石市 不検出 不検出
露地 村田町 6.7 3.8
ハウス 利府町 9 6.4
ハウス 大衡村 6.1 不検出
ハウス 大和町 8.6 不検出
ハウス 大崎市 3.4 不検出
ハウス 大崎市 不検出 不検出
ハウス 加美町 9.7 不検出
ハウス 栗原市 5.4 3.5
みずな ハウス 山元町 4.9 14.2
露地 白石市 7.2 155.8
露地 丸森町 不検出 96.6









第 4表 食品中の放射性物質検査結果(2011年 3月 17日～4月 3日まで) 
   
出所）厚生労働省記者発表資料「農畜水産物等の放射性物質検査について」(2011 年 4 月 3 日)
参考資料 1「食品中の放射性物質検査の結果について（概略）」(2011年 4 月 3日 20:00 時点




















茨城県 乳 20 5 原乳５件






栃木県 乳 5 －
野菜類 52 11 ほうれんそう9件、春菊2件
小計 57 11
群馬県 乳 2
野菜類 80 3 ほうれんそう2件、かきな1件
小計 82 3
埼玉県 乳 4 －
野菜類 40 －
小計 44 －






東京都 乳 2 －
野菜類 14 1 小松菜1件
水産物 1
小計 17 1





山形県 乳 1 ー
野菜類 8 ー
小計 9 ー
宮城県 乳 2 ー
野菜類 4 ー
小計 6 ー











第 5表 「検査計画、出荷制限などの品目・区域の設定・解除の考え方」改正の主な経緯 
  
出所) 原子力災害対策本部「検査計画、出荷制限等の品目・区域の設定・解除の考え方」(2011
年 4 月 4 日）以降，2020 年 3 月分までを参照して筆者作成. 
 





での審議を経て，2012年 4月 1日に新しい基準値に変更された．新基準値は，飲料水 10Bq/kg,
牛乳 50Bq/kg，一般食品 100Bq/kg，乳児用食品 50Bq/kg となった．ただし米・牛肉は 2012





































最大値は 300 ㏃/kg とし,その他の牛は 5000Bq/kg とされた(注 13)．さらに 4 月 22 日には
牧草等の放射性物質の定点調査を進める方針が示され，宮城県では 5月 11日に採取された
牧草の検査結果が 18 日に初めて公表された。それ以降の検査結果は第 6表のとおりである． 
 
第 6表 宮城県における牧草(1～10 回目)の測定結果の動向 
    
注 1）表中の数字は全て Bq/kg.網掛け部分が暫定許容値(300Bq/kg)を超過した測定値. 
出所)記者発表資料「宮城県内の牧草及び稲わらの放射性物質測定結果に基づく対応について」
(2011年 7月 15 日)を参照して筆者作成． 
 
1回目 2回目 3回目 4回目 5回目 6回目 7回目 8回目 9回目 10回目
5/18公表 5/25公表 6/1公表 6/3公表 6/11公表 6/17公表 6/23公表 ７/1公表 ７/8公表 ７/15公表
5/11採取 5/18,19採取 5/25,26採取 6/1,2採取 6/7,8採取 6/14,15採取 6/21採取 6/28,29採取 ７/5,6採取 7/13採取
丸森町 1520 980 231 299 528 173 335 676 100
丸森町 13 25 26
丸森町 40 58 110
丸森町 68 62 55














大崎市 350 250 209 45
涌谷町 14
色麻町 16
栗原市 530 380 439 58 183 306 434 108
栗原市 114 275
栗原市 679 304
栗原市 25 6 4
栗原市 447 32 62 29
栗原市 6




気仙沼市 480 359 367 54 70 27
気仙沼市 41 26 21



























出される．7 月 27 日に宮城県知事が臨時記者会見を行い，県産牛の放射性物質の全頭検査
を実施する旨を発表，7 月 28 日には原子力災害対策特別措置法（平成 11 年法律第 156 号）
第 20条第 3項に基づき,宮城県産牛の出荷制限が指示されるに至った. 
こうした状況をうけ，農林水産省は「稲わら等の利用に関する全国調査」を緊急実施,そ
の中間とりまとめを 7月 28日に公表している．それによると全国で，暫定許容値超の稲わ
らを利用した先が 170 戸(16 県)にわたること，そのうち暫定許容値超の稲わらを給与した
肥育牛を出荷した農家数は 130戸（15県）に及んでいたことが明らかになった（注 17）．  
他方,牛肉の出荷制限指示をうけ，宮城県でも 8月 2日から 5日にかけて，肥育牛飼養農
家の緊急調査を県内の肥育農家 861 戸への全戸立ち入りによる現地確認で実施している．
その後,繁殖雌牛及び乳用牛飼養農家分もあわせた調査結果(第 7表)が公表された.  
 
第 7表 セシウム汚染された稲わら利用及び牛への給与等に関する宮城県の調査結果 
      
出所）宮城県「繁殖雌牛及び乳用牛飼養農家の立ち入り調査の結果について」2011 年 8月 30日. 
 
こうして出荷制限措置がとられた県産牛は，8 月 19 日に一部解除,8 月 24 日には宮城県
戸数 飼養頭数 戸数 飼養頭数 戸数 出荷頭数
肥育牛 861 225 16,623 169 13,075 128 1,933
繁殖雌牛 434 319 7,711 207 5,657 40 167
乳用牛 76 54 1,727 11 251 4 7













や幼稚園が，全国で 12都県の 296施設にのぼり，そのうち 2校では国の暫定規制値を超え
るセシウムを検出していたことが文科省の調査でわかった(注 19).横浜市では国の規制値
を上回るセシウムが検出された牛肉が他の牛肉と混合されて 5月 13日に市内小学校の給食





以下の第１図は，宮城県が原発事故後の 2011 年 3 月 16 日に設置した電話相談窓口受付
数の推移と，県が 2011年 9月 28日に開設した「放射能情報サイトみやぎ」へのアクセス状
況の推移を示したものである. 電話相談窓口開設後から翌 2012 年 3 月末までの 1 年間に
寄せられた相談件数は 7579 件にのぼったとされている．また「放射能情報サイトみやぎ」
へのアクセス状況も，2011年度は 315,021件，2012年度は 377,374件，2013年度は 216,038
件と，とりわけ市民が高い関心を寄せていたことがうかがえる.  
 
第 1図 電話相談窓口件数の月別推移と放射能情報サイトみやぎへのアクセス件数 
 
注 1）平成 23年度は平成 23 年 9月 28日から平成 24年 3月 31日までの実績から算出 
 2）平成 29年度の数値は 9 月 30日現在の実績から算出 
出所）宮城県環境生活部原子力安全対策課「放射線・放射能の測定・広報・除染に係る宮城県











発を考える会」が蔵王町長に提出した要望書(2011 年 6月 9日)，「子どもたちを放射能から
守るみやぎネットワーク」が細野原発事故担当大臣あてに提出した要望書(2011 年 7 月 23
日)及び村井県知事あての要望書(2011 年 8 月 30 日)をはじめ,その他栗原市や白石市,山元
町,大崎市,多賀城市などにおいてもみられ，同様の要望書が提出されている(注 21)． 










こうした経緯を経て,2012 年 1 月 31 日，宮城県は「東京電力福島第一原子力発電所事故





2011年 3月から 2012 年 3月までに精密検査を行った県産農林水産物（穀類及び肉用牛を
除く）は，226 品目 1307 点で，そのうち 1300 点が暫定規制値の 500Bq/㎏（原乳は 200Bq/
㎏）以下だったが，原木ムキタケ（露地），原木シイタケ（露地）の林産物 2 品目は暫定規
制値を超過していた．2012 年 4 月に食品新基準が設定されて以降の精密検査の概要につい
ては第 8表，2019年度の精密検査の測定品目は第 9表のとおりである.  
2013 年度以降，農産物の基準値超過がみられなくなっている一方で，川魚からの検出は
その後も続き，林産物の汚染は現在も継続していることがわかる.また県内の市町村におい





  第 8表 宮城県での農林水産物(穀類及び肉用牛を除く)の放射性物質精密検査概要 
 
注 1) 林産物には，生産管理を行っていない野生きのこや山菜類が計上されている. 
出所)宮城県 HP/宮城県内農林水産物の放射能測定結果について/農林水産物（穀類、牛を除く）
「検査結果の概要」の 2011 年度～2019年度までの各年度概要を参照して筆者作成. 
 
   第 9表 精密検査における主な検査品目(2019年度) 
          
出所)宮城県 HP「令和元年度産農畜水産物等の放射性物質検査計画」4半期全期分より筆者作成. 
 
他方,穀物類については,米（玄米）の予備調査が 2011年 8月 31日から県南 5市町(角田
市,大河原町,柴田町,川崎町,丸森町)の 19試料で実施され（注 24）,その後の本調査で基準
値を超えていないことが確認された市町村から出荷自粛が解除された(注 25).また 2011 年
































市町(岩沼市，七ヶ宿町，大河原町，村田町，山元町，加美町)だった(注 26).  








2012 年 7 月から自家菜園で栽培された野菜などの検査を行う住民持ち込み測定体制が，
順次県内各市町村に整えられた. 宮城県は，市町村が実施する放射性物質測定検査に係る
経費に対し，国の交付金を活用した支援を行った. 宮城県内各市町村における「住民持ち込
み測定」の測定件数は，県全体で以下の第 2図の通り,開設された 2012年 7月以降,2013年
中の持ち込み件数が最大となったのちに徐々に減少していることがわかる.また持ち込み
食品種類の内訳は第 10 表のようになっており,当初は自家生産食品が多かったが，2014 年
度以降は自然から採取された食品(山菜やキノコ類など)が過半数を占めている.  
 
     第 2 図 住民持ち込み測定検査への持ち込み件数の推移（単位:件） 
     
                      




2012年7月～ 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度
持ち込み件数合計 8997 10502 5189 3151 2102 1313 1084 698
自家生産食品 6595(73.3％) 5317(50.6％) 2268(43.7％) 1411(44.8％) 841(40.0％) 588(44.8％) 431(39.8％) 283(40.5％)
自然から採取 1746(19.4％) 4775(45.5％) 2684(51.7％) 1602(50.8％) 1177(56.0％) 667(50.8％) 582(53.7％) 389(55.7％)
井戸水 248(2.8％) 154(1.5%) 93(1.8%) 47(1.5%) 30(1.4%) 12(0.9%) 6(0.6％) 4(0.6%)















リング調査結果が公表されて初めて明らかになっている(2011年 6月 22～30日実施,7月 20




























2）厚生労働省「放射能汚染された食品の取り扱いについて」食案発 0317第 3号，平成 23年 3月 17日. 
3）厚生労働省記者発表資料「福島県産及び茨城県産食品から食品衛生法上の暫定規制値を超過した放射
性物質が検出された件について」平成 23年 3月 19日. 
4）東京都知事より内閣総理大臣あてに提出．「食品の放射能汚染状況の把握及び出荷規制対象地域の早期
設定を求める緊急要望」22福保健食第 2723号，平成 23年 3月 20日． 
5）乳児による水道水の摂取を控える地域として，23区，武蔵野市，町田市，多摩市，稲城市，三鷹市があ
げられた．(東京都水道局「水道水の放射能測定結果について」平成 23年 3月 23日) 同時にペットボトル




7)厚生労働省「福島第一・第二原子力発電所の事故に伴う水道の対応について」（平成 23 年 3 月 19 日付
健水発 0319第 1号），厚生労働省「乳児による水道水の摂取に係る対応について」（平成 23年 3月 21日
付健水発 0321第 1号） 
8)河北新報，2011 年 3 月 24 日朝刊 
9)厚生労働省「水道水中の放射性物質に関する検査の実施状況(平成 23 年 3月 16～4月 4日)」 
10）宮城県記者発表資料「宮城県企業局広域水道及び工業用水道施設における放射能測定結果について」
平成 23 年 6月 10 日． 
11)原子力災害対策本部「検査計画、出荷制限等の品目・区域の設定・解除の考え方」平成 23年 4月 4日.  
12)農林水産省より関東・東北農政局生産経営流通部長,消費・安全部長宛て「原子力発電所事故を踏まえ
た家畜の飼養管理について」22消安第 9976号,22生畜第 2385号(平成 23年 3月 19日) 
13)農林水産省より東北・関東管内都県畜産主務部長宛て「原子力発電所事故を踏まえた粗飼料中の放射性
物質の暫定許容値の設定等について」23消安第 456号(平成 23年 4月 14日） 
14) 測定結果は，登米市で採取した稲わらから 3647Bq,1632Bq,栗原市で採取した稲わらから 2449Bq が検
出（注：水分 80％での換算値は，それぞれ登米市採取 831Bq,372Bq,栗原市採取 558Bq） 
15) 宮城県記者発表資料「宮城県内の牧草及び稲わらの放射性物質測定結果に基づく対応について」（平成
23年 7月 15日） 
16) 大崎市と登米市，栗原市などから他県に販売された稲わらで，例えば大崎市から福島県に販売された
578ロールの稲わらから 17600Bq/kg(補正値 4000Bq/kg福島県での検査)，18100Bq/kg(補正値 4113Bq/kg山
形県での検査),登米市から新潟県に販売された 50 ロールの中で 10500Bq/kg(新潟県での検査）、栗原市か
ら福島県に販売したもので 34000Bq/kg(補正値 7727Bq/kg 福島県での測定)などが確認されている.記者発




新潟県,岐阜県，三重県，島根県の 16 県（このうち宮城県産の稲わら利用は 14 県）．農林水産省「稲わら
等の利用に関する全国調査について」（中間取りまとめ）平成 23年 7月 28日. 
18)宮城県協議会は JA宮城中央会,JA及び酪農協等で構成され 2011年 6月 13日に設立された.JAグループ
宮城災害復興本部(2019)『JAグループ宮城災害復興ニュース(総合版)第 105号』2019年 1月 7日発行. 
19)全国 20市町の小中高・特別支援学校 278校と幼稚園 18園で使用された.朝日新聞 2011 年 8月 11日.
20)横浜市の件は朝日新聞(2011年 8月 25日).宮城県の件は,記者発表資料「保育所および幼稚園の給食に
おける放射性物質が検出された牛の肉の使用について」(平成 23 年 9 月 15 日),富谷市 HP「学校給食にお
ける放射性物質（セシウム）が検出された牛肉摂取に関する経緯について」(平成 23年 9月 13日). 
21)「市民の記録」編集委員会『3.11 みんなのきろく みやぎのきろく』2020年 11月 12日，pp.140-143． 
22)2011年秋に市民が設立した放射能測定室には，宮城県南の大河原町に設立された「みんなの放射線測定
室『てとてと』」,仙台市太白区の「小さき花 市民放射能測定室」(どちらも 2011年 11月設立)等がある. 
23)宮城県 HP/県内農林水産物の放射能測定結果について/出荷制限などの状況について（R2.12.25現在）




26) 河北新報朝刊，2012 年 2月 29日.
27) 初回のみ 2012 年 3 月 1 日～3 月 14 日に石巻市と角田市で各５回実施，2 回目以降は 2012 年 9 月～
2016年 1月 28日まで，検査を希望する自治体で実施された． 
28)県内の空間線量測定も 3 月 14 日から県南 7 地点,4 月 5 日から福島県境付近市町村での測定が開始,県
南 13市町に簡易型放射線測定器が貸与されたのが 5月 2日,県北への測定器の貸与は 6月 28日だった. 
29）3月 15日 17:00～17日 17:00までは公表されており,この間の測定値は 0.083～0.199(過去の平常値の
範囲は 0.0176～0.0513)となっている.しかし測定実施場所が建物倒壊の危険性があるため,その後約 1 年









興研究センター編『東日本大震災 100の教訓－地震・津波編』pp.130-131.  
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